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八潮市における災害に強いまちづくり計画（防災・安全）

平 成 27 年 3 月 10 日

埼 玉 県 八 潮 市



平成２７年３月１０日

1 八潮市における災害に強いまちづくり計画（防災・安全）

平成27年度　～　平成31年度　（　5年間） 八潮市

①市内58箇所に設置している固定系防災行政無線をデジタル化整備する。
②難聴地区解消のため、新たに４箇所新設する。

①固定系防災行政無線子局のデジタル化整備率
　デジタル化整備した固定系防災行政無線数（基） /デジタル化整備が必要な固定系防災行政無線数(基)

②難聴地区における固定系防災行政無線の整備率
　新設した固定系防災行政無線数（基） /新設が必要な固定系防災行政無線数(基)

Ａ1　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H27 H28 H29 H30 H31

1-A1-1 防災 一般 八潮市 直接 368.9

合計 368.9

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接

合計 0.0

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接

合計 0.0

番号 備考

全体事業費
（百万円）

（延長・面積等）

要素となる事業名

（事業箇所）

要素となる事業名
全体事業費
（百万円）

事業実施期間（年度）

-

番号

番号

事業内容
市町村名

港湾・地区名

Ｂ

一体的に実施することにより期待される効果

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

全体事業費

事業者

0.0%
効果促進事業費の割合

交付対象事業

事業者

地震、風水害、大規模火災、その他事故災害による被害を最小限にとどめるため、住民一人ひとりが適切な避難行動をとることができるよう情報連絡体制の整備を図る。

一体的に実施することにより期待される効果

事業内容
市町村名

備考
最終目標値中間目標値

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
Ａ 百万円

社会資本総合整備計画（市街地整備）

定量的指標の現況値及び目標値

計画の期間

　　定量的指標の定義及び算定式

市町村名

Ｃ

計画の名称
交付対象

　　計画の成果目標（定量的指標）

計画の目標

当初現況値

368.9 百万円百万円

子局整備（既設58基、新設4基） 八潮市

368.9

要素となる事業名
全体事業費
（百万円）

都市防災総合推進事業

事業者

100%

100%

0 百万円 0

平成27年度当初 平成31年度末

0%

0%



交付金の執行状況
（単位：百万円）

※　平成２７年度以降の各年度の決算額を記載。

未契約繰越＋不用率が10％を超えて
いる場合その理由

建設業法20条第3項
及び施行令第6条第
1項第3号により、
議会の予算議決日
（平成28年3月18
日）から15日間、
見積り提出期間を

要するため

未契約繰越＋不用率
(h = (g+h)/(c+d)）

76.6% 0.0% 0.0% 0.0%

不用額
（h = c+d-e-f）

0 0 0 0

うち未契約繰越額
（g）

63.3 0 0 0

翌年度繰越額
（f）

63.3 0 0 0

支払済額
（e）

19.3 73.7 16.5 23.9

前年度からの繰越額
（d）

0 63.3 0 0

交付額
（c=a+b）

82.6 10.4 16.5 23.9

計画別流用
増△減額
（b）

0 0 0 0

配分額
（a）

82.6 10.4 16.5 23.9

H27 H28 H29 H30 H31



（参考図面）市街地整備

計画の名称 1 八潮市における災害に強いまちづくり計画（防災・安全）

計画の期間 平成27年度　～　平成31年度　（５年間） 八潮市
■既設（アナログ）58基
■新設４基

交付対象

N
o
.62

N
o
.60

N
o
.61

N
o
.63

1-A1-1

都市防災総合推進事業


